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一対中投資を中心に-



















も全 く同じ問題が現に発生 し､ASBJを中心に2011年までその計画を完了する予定 となっている｡
EUがその域内市場の上場企業すべてに､2005年からIFRSまたはそれ と同等な会計基準に従って連
結財務諸表を作るよう義務づけた以降､論争が本格化されている｡さらに､2011年からは世界140






























































行令第 7条 2が改正された｡ (表1)は､KASBとその2年後に設立された日本の基準制定機関で
ある ｢日本会計基準委員会(ASBJ)の組織 と設立基盤を比較 し､まとめたものである｡
(表 1) KASB とASB｣の組織および設立基盤
払SB. AS-B.i
組織と設立基盤 名称 韓国会計基準委員会 日本会計基準委員会
設立年度 1999.9.1 2001.7.26
母体機関 韓国会計基準院(KAI) 財務会計基準機構 (FASF)
政府監督機関 金融監督院 金融庁
前制定機関 証券管理委員会 :会計制度諮問委員会 大蔵省 :企業会計審議会
法的設立根拠 外監法第13条､同法施行令第7条2 民間団体支持 (会員3,387)
財政基盤 有価証券報告書提出企業の分担金の5%未満(2001年所産41.4%)十寄付金収入18.3億ウォン(法廷分担金7.2億会員寄付金9.5億､支 超過額 5倍) 基本金10億円+会費十その他事業収入13ー8億円(会費7.4億)支出8.4億円,財産1 9 円
事務所の位置 ソウル市 中区 南大門路 東京都 千代田区 内幸町2-2-2
セブランスピル24階 富国生命ビル20階
最高議決機関 会員総会 (韓国公認会計士会等14団体) 評議会 (16人構成､任期 2年､再任可能)
理事会 理事会 (理事13人､監査 1人) 理事会 (14人､任期 2年､再任可能)
諮問機関 会計基準諮問委員会 (学者7､企業8､ テーマ協議会 (16人､任期 2年)
会計士5､総非常勤20人) 諮問委員会
ボー ト i 委員長 1､常勤委員 1､非常勤 5人 13人 (常勤 2人､非常勤11人)
メンバー (学界4､会計士 1､企業 1) (学界3,会計士3,企業3,利用者3,規制1)
専門委員会 質疑回申委員会 専門委員会17個､
(委員長1人､非常勤4人) ワーキング .グループ6個
調査スタップ 調査研究室 (研究員14人､職員4人) 事務局 (研究員20人)
制定完了基準 会計基準書 企業会計基準書第1-25号公表 企業会計基準第1-19号公表
解釈 (適用指針) 解釈 3個 適用指針12個
適用意見書 適用意見書12個 実対応報告19個
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進行課題 進行中の課題 韓国採択国際会計基準(K-1FRS) 東京合意に基づくⅠASⅠ王の

















































国家数 比率 国家数 比率
国際会計基準の義務適用 (予定を含める) 88 61% 49 42%
国際会計基準の通用を認める 26 18% 35 30%
国際会計基準に合致または修正して適用する 7 5% - -































区 分 企業会計基準書 企業会計基準解釈書
国際会計基準 ⅠAS ⅠFRS SⅠC ⅠFRⅠC






























































































7 KASBは､会計制度の先進化するためにTFを構成 し､IASB-の経済的資金支援 (2007年現在､20個の企業及び会
計法人が12億2000万ウォンの寄付を表明している｡
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(表5) STXペンオションのtFRS適用例 (単位 :1000ドル)
K-GAAP ⅠFRS 差額
資本変動 404,947 364,084 -40,863
売上額 5,248,338 5,818,719 570,381
営業利益 491,013 561,696 70,953
その結果､約4,000万 ドルの資本が減少し､負債比率が高 くなった｡しかし､売上額では5億7000
万 ドルが増加 し､営業利益 と当期純利益は約7000万 ドルと3200万 ドルがそれぞれ増加 した｡すなわ
ち､負債比率は増加したものの､利益が増加 した｡利益が増加 した主な理由は､有形資産再評価が

































(∋ 2008年 :EUによる同等性評価に関連するプロジェクト項目 (短期)
企業結合(持分プリンぐ法の廃止)､棚卸資産(後入先出法の廃止)､固定資産の減損､退職給与
(割引率)､投資不動産









する論点整理を発表 し､その対応に乗 り出した｡2005年3月にはASBJが国際会計基準 との差異を
縮小するために､IASBと共同でコンバージェンス ･プロジェクトを立ち上げた｡コンバージェン
ス問題が日本でも重大な問題 となったのである｡世界第二の規模の市場をもつ国として､透明かつ
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